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フィランソロピーの進化と⾮資⾦的⽀援の発展
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Phil
（愛）

Anthropy
（⼈類）

Philanthropy
（⼈類愛）

n フィランソロピーとは、⼈類に対する愛を意味するギリシア語を語源とする英語である。
⽇本語では、「慈善活動」、「博愛」、「⼈類愛」などと呼ばれる。

n また、フィランソロピーを実践する⼈を「フィランソロピスト」と⾔う。⽇本語では
「篤志家」「慈善活動家」などと呼ばれる。

n フィランソロピーは、従来、個⼈や企業の寄付やボランティア活動、⺠間助成財団の助
成活動などを指してきた。

フィランソロピーとは？
はじめに：フィランソロピーとは何か？



グローバル・フィランソロピーの発展段階

フィランソロピー
1.0

フィランソロピー
2.0

フィランソロピー
3.0

伝統的フィランソロピー
Ø 慈善団体への寄付、募⾦活動

戦略的グラント・メイキング
Ø NPO／社会的企業への助成活動

インパクト投資とのハイブリッド型資⾦提供
Ø ソーシャル・ベンチャーへの助成／投資等

フィランソロピー
4.0

⼀般参加型のインパクト志向フィランソロピー
Ø クラウドファンディング、リテイル型インパ
クト投資、仮想通貨による寄付・投資・・

エコシステム整備
（中間⽀援組織、
フィランソロピー・
アドバイザー等）

地理的拡⼤
（欧⽶諸国からアジ
ア太平洋、アフリ
カ・中近東へ）

コレクティブ・インパクト
（共同ファンディング、ギ
ビング・サークル等）

はじめに：進化するグローバル・フィランソロピー



⽇本のフィランソロピーの発展段階

フィランソロピー
1.0

フィランソロピー
2.0

フィランソロピー
3.0

伝統的フィランソロピー
Ø 慈善団体への寄付、募⾦活動

戦略的グラント・メイキング
Ø NPO／社会的企業への助成活動

インパクト投資とのハイブリッド型資⾦提供
Ø ソーシャル・ベンチャーへの助成／投資等

フィランソロピー
4.0

⼀般参加型のインパクト志向フィランソロピー
Ø クラウドファンディング、リテイル型インパ
クト投資、仮想通貨による寄付・投資・・

はじめに：⽇本のフィランソロピーの現状と、休眠預⾦資⾦活⽤制度の意義

n 多くの助成財団はフィランソ
ロピー1.5

Ø 研究助成・奨学⾦中⼼
Ø 定型的プログラム
n 休眠預⾦資⾦活⽤制度が、
フィランソロピー2.0から3.0
へと発展する鍵を握る。

Ø インパクト志向
Ø インパクト評価
Ø 助成＋投融資？



q フィランソロピー2.0の戦略的グラント・メイキングの特徴は、単に資⾦を提供するだけでなく、インパクトの最
⼤化を図るために⾮資⾦的⽀援を重視する点。

q 特に、⾮資⾦的⽀援を通じて、⽀援団体の組織基盤の構築、能⼒強化、スケールアップを⽬指すベンチャー・フィ
ランソロピーの発展により、⼿法が洗練された。

⾮資⾦的⽀援の重要性

ベンチャー・
フィランソロピー

資⾦的⽀援

⾮資⾦的⽀援

インパクト評価

組織基盤構築
能⼒強化（インパクト）

財政的安定



q 欧州ベンチャー・フィランソロピー協会は、「⾮資⾦的⽀援のための実⽤ガイド」で⾮資⾦的⽀援の内容とプログ
ラム設計の実際を詳しく解説している。

ベンチャー・フィランソロピーの⾮資⾦的⽀援モデル

社会的インパクト

財政⾯での
持続可能性

組織の
レジリエンス

⽀援領域⼀般⽀援

戦略⽀援
（経営⽀援、戦略
計画策定、製品開

発⽀援等）

運営⽀援
（広報、運営管理、
ICT、法務、テクニ

カル⽀援等）

特定⽀援

変⾰理論・インパクト戦略

インパクト評価

ファンドレイジング

収⼊戦略

財務マネジメント

ガバナンス⽀援

⼈材育成⽀援



休眠預⾦資⾦活⽤制度における「⾮資⾦的⽀援」とは？
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休眠預⾦資⾦活⽤に当たっての基本原則
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1. 国⺠への
還元

2. 共助

3．持続
可能性

4．透明性・
説明責任

5．公正性6．多様性

7．⾰新性

8．成果
最⼤化

9．⺠間
主導

基本原則

3．持続可能性

資⾦分配団体は、⺠間公益活動を⾏う団体に対し、事業
の成果をより確実なものとし、その団体の⾃⽴性を⾼め
ていくため、資⾦⽀援だけではなく、事業実施に係る経
営⽀援等の⾮資⾦的⽀援を必要に応じて外部の団体や専
⾨家とも連携しつつ⽀援対象の団体に寄り添って⽀援す
る伴⾛型で提供することにより、組織の能⼒強化（キャ
パシティ・ ビルディング）を図っていく。資⾦分配団体
や⺠間公益活動を⾏う団体は、⺠間の資⾦や⼈材を確保
する観点から、⾃らの活動の社会的意義や成果を対外的
に積極的に発信し、その理解を広めていくことで、休眠
預⾦等に係る資⾦をてこに⺠間の資⾦を調達できるよう
にすることが求められる。

■ポイント■
⾮資⾦的⽀援の主たる⽬的は、持続可能性の確保。但し、共助、説明責
任、⾰新性、成果最⼤化、⺠間主導などにも配慮すべき。



JANPIAの公募要領による規定
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■⼀般■

資⾦分配団体は、実⾏団体に対して⾰新的な⼿法による資⾦の助成としての資⾦⽀援と、事業実施に係る経営⽀援や⼈材⽀援
といった⾮資⾦的⽀援を必要に応じ伴⾛型で⾏うこと等を通じ、⺠間公益活動の⾃⽴した担い⼿を育成する中⼼的な役割を担
います。

■資⾦分配団体の基盤強化について■

1. 資⾦分配団体は、⾮資⾦的⽀援として、実⾏団体の組織基盤だけでなく、社会の諸課題の解決に向けた実⾏団体の事業の
実施に必要な活動の環境の整備も必要に応じて⾏うことになります。
※活動の環境整備例：住⺠や団体（NPO・企業・⾏政等）をつなげるネットワーク活動、問題を可視化し公的施策等の制
度化を⽬指した提⾔活動等への取組み

2. JANPIAは、資⾦分配団体の⾮資⾦的⽀援に係る実⾏能⼒の強化⽀援のための助成として、経営⽀援、研修等の伴⾛⽀援、
進捗管理、評価、連携⽀援等の業務を⾏う専⾨家（プログラム・オフィサー）の確保育成とその活動に係る費⽤を助成し
ます。助成対象は、募集・採⽤に必要な費⽤、研修受講費⽤、⼈件費、伴⾛⽀援に係る費⽤（出張費⽤、研修実施費⽤等
の活動費）等とします。助成額は１団体あたり年間 800 万円を上限とし、そのうち⼈件費については１団体あたり年間
500 万円を上限とします。



JANPIAの公募要領による規定
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キーワード

持続可能性

組織の能⼒
強化

経営⽀援

⼈材⽀援

環境整備

担い⼿とし
てのPO

伴⾛型

ネットワー
ク活動

政策提⾔ 進捗管理

評価



⾮資⾦的⽀援の分析
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2019年度 資⾦分配団体の⾮資⾦的⽀援分析結果

■分析⼿法■
1. 事業計画書に記載されている⾮資⾦的⽀援の「活動」及び「アウトプット」の内容を定性的に分析し、以下の６類型を設定した

① 組織基盤強化（CB）：
実⾏団体の組織基盤を強化するためのキャパシティ・ビルディング（CB）⽀援

i. ガバナンス・コンプライアンス、組織運営
ii. ⼈材育成、ボランティア・プロボノ獲得
iii. IT活⽤、広報・マーケティング

② 評価：
実⾏団体の事業評価の実施や評価実施体制の整備に向けた研修、コンサルティング等

③ 事業運営：
実⾏団体の事業運営や協議体の設⽴などに対する研修、コンサルティング等

④ 資⾦調達：
実⾏団体の資⾦調達能⼒の向上のための研修、コンサルティングやドナーとのマッチング等

⑤ ネットワーク形成：
実⾏団体間や実⾏団体と関係機関とのネットワーク形成、情報共有を通じた連携促進等

⑥ 調査・普及啓発：
特定の社会課題に関する調査及び現状分析、これに基づくステイクホルダー向け円卓会議の開催、及びその結果の⼀般向け普及等

2. その上で、資⾦分配団体がそれぞれ上記のいずれの⾮資⾦的⽀援を⾏っているかを分析、集計した。
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各類型における⾮資⾦的⽀援の具体例
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類型 ⽀援内容例
組織基盤強化Ⅰ
（組織運営・ガバナンス）

• 事業・プロジェクトのロジックモデル策定・成果⽬標設定⽀援、規程整備等のガバナンス⽀援
• 組織診断、組織基盤強化の⽬標と計画策定、組織基盤強化に向けたコンサルティング

組織基盤強化Ⅱ
（⼈材育成・ボランティア）

• スタッフ育成研修会の開催
• 企業によるプロボノ活動・ボランティアの活⽤による経営、広報、マーケティング、ICT 活⽤等を⽀援

組織基盤強化Ⅲ
（IT活⽤、広報）

• 実⾏団体ごとにホームぺージやSNSなどの運⽤に関する悩みやサポートについてコンサルティング
• 実⾏団体のＨＰ開設や広報誌等の作成⽀援

評価 • 評価に関する相談対応、ステークホルダーへのアンケート実施⽀援及び半年ごとの評価分析を⽀援する。
• 評価に関する講座の実施

事業運営 • 「ネットワーク会議」の開催⽀援、地域における実⾏委員会の組織形成⽀援
• 対等なパートナーシップによる企画段階から進捗管理、監督、評価までのトータルな⽀援

資⾦調達 • 「助成⾦獲得、ファンドレイジング」講座の開催
• ファンドレイジング（FR）⽀援

ネットワーク
形成

• 実⾏団体同⼠、もしくは実⾏団体と関係団体のマッチング⽀援
• 実⾏団体及び関係⽀援団体によるコミュニケーション及びネットワーク形成のための勉強会、セミナーなどの開催

調査、普及・啓発 • 実⾏団体へのヒアリングなど現場のニーズ、状況の把握に基づくメディアへの情報提供
• ⾏政・企業に対して、社会課題の現状と課題を発信する（研修・セミナー・ＨＰなど）



⾮資⾦的⽀援内容の傾向（全体）

■ポイント■
1. ⾮資⾦的⽀援6類型のうち、どの類型の⽀援を⾏っているかの件数を調べた
ところ、３類型が最も多く、次いで２類型だった。６類型すべてを実施して
いる資⾦分配団体も４団体あった。

2. ⾮資⾦的⽀援の実施状況を⾒ると、ネットワーク形成⽀援が67％ともっとも
多く、次いで、事業運営⽀援、評価⽀援、組織基盤構築（CB）⽀援が63％
となっている。普及啓発、資⾦調達が少ない。

3. 特に組織基盤強化⽀援の内訳を⾒ると、運営⽀援がが最も多く全体の63％を
占める。次いで、IT・広報⽀援46％、⼈材育成42％の順だった。 0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査/普及・啓発

ネットワーク

資⾦調達

事業運営

評価

CB⼀般

⾮資⾦的⽀援の実施状況（全体）

0 1 2 3 4 5 6 7 8

6件

5件

4件

3件

2件

1件

⾮資⾦的⽀援６類型の選択件数（全体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CBⅢ（IT・広報）

CBⅡ（⼈材育成）

CBⅠ（運営）

組織基盤強化⽀援の実施状況（全体）
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⾮資⾦的⽀援の類型化とアウトカム指標の具体例
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⾮資⾦的⽀援のアウトカム設定に関する分析

■分析⼿法■
1. 単純集計
事業計画シートに記載されたアウトカム項⽬数を単純に集計した。

2. アウトカム類型別の分析
アウトカムを以下の⾮資⾦的⽀援6類型に区分した上で、各類型がどのようなアウトカム類型を選択したかを分析。

1. 基盤構築（Capacity Building)：ガバナンスの整備、運営体制の強化、⼈材採⽤・育成など
2. 評価：評価体制の構築、評価スキルの導⼊、評価⽂化の醸成など
3. 事業運営：事業運営体制の整備、事業運営に必要なスキルの向上など
4. 資⾦調達：資⾦調達能⼒の向上、財務状況の改善、外部資⾦提供団体との連携強化など
5. ネットワーク形成：実⾏団体間の連携・ネットワーク強化、協⼒団体との連携・ネットワーク強化など
6. 普及・啓発：課題の明確化、社会的関⼼の向上、メディアにおける報道件数の増加など

18



各類型におけるアウトカム指標の具体例

19

類型 アウトカム例

基盤構築 • 実⾏団体が本事業を通じてステークホルダーや社会から信頼される組織基盤を整えている
• 実⾏団体が、組織基盤強化事業に取り組み、組織⼒が向上した状態になる。
• 実⾏団体の組織が安定し、事業の持続的展開が可能となる。

評価 • 実⾏団体がインパクト・マネジメントを⾏うことにより、地域内での協⼒者・賛同者が増える。

事業運営 • 実⾏団体のスキルアップが図られることにより、⺠間公益活動が強化される。
• 「事前相談によるアドバイスや連携・協⼒団体の紹介」により実⾏団体による事業活動が活性化され、円滑に遂⾏される。
• 地域エコシステムの進化に向けた協働のプロセスを⽀える「チェンジ・エージェント機能」が⽣まれる、もしくは成⻑する。

資⾦調達 • 企業などの経済団体が実⾏団体に資⾦や⾷材を提供するようになる
• 資⾦調達の強化に資する⾮資⾦的⽀援により、実⾏団体の活動を⽀える財源が確保できている、もしくはその⾒込みがたつ。

ネットワーク
形成

• コンソシアム構成団体間での⼈材や情報の共有が⽇常的になり、協働して課題解決に取り組んでいる
• 実⾏団体間の情報共有が進み⼦ども・若者、⽣活困窮者を⽀援する⼈・団体等の連携が促進される。
• 企業・⾏政等において、⼦ども・若者の貧困や⽣活困窮者等⽀援に対する理解が進み、協⼒体制が構築される。

普及・啓発 • 優先的に⽀援すべき課題（分野、地域、NPO等）が⾒える化され、発信されている
• ステークホルダーが社会課題の現状を知り、必要な⽀援・取り組みを検討し、実⾏に向けて着⼿する
• 様々な団体が社会課題に関する事業に参画することで、担い⼿の裾野が広がる。



⾮資⾦的⽀援のアウトカム設定に関する分析（全体）

■ポイント■
1. 設定項⽬数
2項⽬を設定した団体が最も多く14団体だった。これに、1項⽬設定（6団体）、3項⽬設定（2団体）が続く。資⾦的⽀援
のアウトカム設定に⽐べて、Ⅰ団体あたりのアウトカム設定項⽬数は少ない。

2. アウトカム設定累計別分析
評価に関するアウトカムを除けば、組織基盤構築（CB⼀般）、事業運営、資⾦調達、ネットワーク、普及・啓発のそれぞ
れの設定割合は50％〜70％だった。休眠預⾦資⾦の活⽤の基本⽅針として、資⾦⽀援だけでなく⾮資⾦的⽀援を⾏い、実
⾏団体の⾃⽴化を⽀援するという趣旨に照らせば、組織基盤構築（CB⼀般）と事業運営の強化⾯のアウトカム設定の割合
はもう少し改善する必要があると思われる。
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アウトカム設定類型別分析
（全体）
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ディスカッションのための問題提起
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検討事項

■皆さんに考えて頂きたいポイント■

1. 皆さんの⾮資⾦的⽀援の計画策定と実施、評価について教えてください。
Ø 計画策定の際に直⾯した問題や課題があれば教えてください。
Ø 今後、評価を⾏っていく上で感じている不安や疑問点があれば教えてください。

2. 休眠預⾦の基本原則と公募要領に記載されている資⾦分配団体の役割を再度確認してみましょう。その上で、
Ø 皆さんの団体は、この趣旨を⾃らの活動⽬標に組み込んでいますか？
Ø ⽬標達成に向けて、適切に⾮資⾦的⽀援の活動、アウトプット、アウトカムを設定していますか？
Ø アウトカムを評価するための成果指標は適切に設定されていますか？

3. 今後、資⾦分配団体として⾮資⾦的⽀援の内容を充実させ、適切に評価していく上で必要なものは何でしょうか。皆さんが
JANPIAに期待する⽀援内容は何ですか？以下の点を中⼼に⾃由に議論してください。
Ø 皆さんの団体が持っているリソース
Ø 皆さんの団体が実現したい⽬標と⾮資⾦的⽀援との関係
Ø ⾮資⾦的⽀援についての考え⽅や情報
Ø ⾮資⾦的⽀援の成果⽬標や評価⼿法に関する考え⽅や情報 等々 22


